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以前の「草創期司法省」（1871 年 7 月～72 年 4 月）に求め、当該期司法省を人事と構想に
着目して分析したものである。草創期司法省では、71 年 7 月の司法省伺で三権分立制度導
入を主張し、同年 8 月の司法省伺で民法・訴訟法・刑法などの法典編纂（西洋法の翻訳）
を要求し、西洋法翻訳方針によって同年 9・11 月に箕作麟祥と津田真道が司法省に入り、

































































































ら法典編纂権が除外（1881 年 12 月）されたことを指摘していることは、妥当な解釈であ
る。なお、外務省期の法律取調委員会は「成功」しなかったという指摘のみであり、その
理由については何ら言及されていない。 
通説を批判するかたちで山田顕議司法大臣は、商法・民法の公布に際して「初めて」条
約改正を念頭においたと論じている。しかし、論拠とした山田上奏は1889年10月であり、
この時期には旧刑法はすでに公布（1880 年）されており、旧刑法に論及するはずはないこ
とから論拠とはなり得ないものである。 
司法省における法律取調委員会では、条約改正のために法の施行が目的化し、法学知識
を有する委員が議決権を有せず十分の審議がなされなかった、と審議の実態を初めて明ら
かにしたことは高く評価できる。 
また、商法・民法の改正作業が停滞した理由として、本論の視角である政局の観点から
司法官弄花事件や大隈外相遭難事件を指摘していることも評価できる。そして、司法官弄
花事件により1893年、法典の全面改正を意図して内閣直属の法典調査会が設置されるが、
調査活動は遅れる。その理由として伊藤博文首相の消極性と法典調査会委員の不熱心さを
指摘したことは初めてであるが、伊藤の動向と委員会構成の分析が行なわれていないのは
惜しまれる。 
 
最後に、構成上の問題を挙げておきたい。タイトルを明治期司法省としているが、内容
的には明治期全般にわたるものではなく、明治前期が大部分となっている。すなわち、司
法省創設から大木司法卿期（1874～83 年）が主な対象時期であり、最終章で 1885～93
年の時期が扱われているに過ぎない。したがって、第Ⅱ部と第Ⅲ部は合体して２部構成と
すべきである。第Ⅰ部は、西洋化と非西洋思想との関連。第Ⅱ部は、政局との関連。そし
て、既述したように第Ⅰ部は、通史的な叙述に組みかえる方が読みやすくなる。 
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  研究史上の新たな潮流を踏まえ、創設から内閣期（明治中期）までの司法省を対象とし
て、司法省のもとでどのようにして近代法制度が導入されたのかという課題に対し、政局
という流動的な要素を司法省研究史上初めて分析基軸として設定して、解明を試みようと
したことは評価できる。そうした視点からの分析は、上述のように必ずしも十分に展開さ
れているわけではないが、従来の法制史分野における司法省理解に再考を迫る研究として
の価値は有していると判定し、課程博士論文として合格とする。 
